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はじめに

平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分，東北地方太平洋
沖を震源としたマグニチュード 9 のわが国観測史上
最大の地震が東北地方を中心に北海道から広く関東
に及ぶ東日本全域を襲った。特に地震後に発生した
巨大津波は，東北地方から関東の沿岸部を襲い多く
の人命を奪い，社会的インフラに甚大な被害をもた
らした。それだけでなく東京電力福島第一原子力発
電所事故がこれに加わり，東日本大震災はこれまで
に経験したことのない深刻さと複雑さで今なおその
傷が癒えることはない。東日本大震災とはこの東北
地方太平洋沖地震とその後の余震，津波による大規
模災害を総称する名称として，平成 23 年 4 月 1 日
に政府により命名された。政府や消防庁の被害状況
報告では地震と津波による被害を東日本大震災によ
る被害とし，福島第一原子力発電所事故による被害
を別に扱うが，本報告書においては透析治療継続の
障害因子という点ではほぼ一体であり不可分なた
め，一括して東日本大震災の影響として取り扱うこ
とにする。本稿執筆時震災後約 2 年半を経過した
が，死者・行方不明者併せて 2 万人を超え，7 万人
以上の県外避難を含め，30 万人以上が自宅から離
れた生活を続けていると報告されており1），破壊さ
れた地域のインフラや市民の生活の再建はまだまだ
その途に就いたばかりである。

透析医療とくにわが国の腎不全患者のほとんどが
受けている血液透析治療は，1 回の治療で約 120L
の水を使用すること，電気がないと治療が不可能で
あること，ダイアライザや回路など円滑な物流が確
保される必要があることなどから大規模災害に弱い
治療と位置づけられている。そのため阪神淡路大震
災や新潟県中越地震などを経験する過程で，災害時
の透析医療維持のために日本透析医会を中心とした

災害対策ネットワークが構築された2）。
一般に大規模災害における医療の視点には二つあ

り，一つは大規模災害により発生した負傷者をいか
に治療するかということ，もう一つは災害により障
害された環境下で日常の診療をいかに維持するかと
いう点である。これを透析医療の場合で考えてみる
と，前者は多発外傷により発生する横紋筋融解症に
よる急性腎不全の治療をいかに行うかということで
あり，後者は慢性維持透析をいかに継続するかとい
う点である。平成 7 年の阪神淡路大震災では，透析
施設の損壊，水道電気などライフラインの停止から
日常の透析治療の継続に重大な障害が発生，さらに
多発外傷による急性腎不全の発生が重なり大きな問
題になった。対照的に今回の東日本大震災では死因
の 92 .5%が巨大津波による溺水であり3），多発外傷
による急性腎不全発症は殆ど問題にならなかった。
今回の震災で問題となったのは，透析施設の津波に
よる浸水被害，広域な長期にわたる電気水道などの
ライフライン障害，物流障害により生じた維持透析
の継続困難である。これは，多くの被災透析患者を
どのように被災域内で継続治療するか，あるいは被
災地域外に避難させるのかと換言できる。今回の震
災では，被災地・支援地での維持透析継続の試み，
被災地域外への大規模患者移送，移送先での計画停
電の影響などさまざまな経験が蓄積された。東日本
大震災におけるこれらの経験を総括し，今後予想さ
れる大規模災害下の透析医療展開への提言としてま
とめることは，現在慢性維持透析に携わるわれわれ
の責務であるといえる。

地震の概要

東北地方太平洋沖地震は平成 23 年 3 月 11 日 14
時 46 分 18 秒に発生，震源地は三陸沖（牡鹿半島の
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東南東約 130km 北緯 38 .1 度，東経 142 .9 度，地下
24km）であり，地震の規模を示すマグニチュード

（M）は 9.0 であった。これは大正 12 年の大正関東
地震の M7.9，昭和 8 年の昭和三陸大地震の M8.4
をはるかに上回りわが国観測史上最大規模の地震で
あった。M9.0 は昭和 35 年のチリ地震（M9.5），
昭和 39 年のアラスカ地震（M9.2），平成 16 年のイ
ンドネシア・スマトラ沖地震（M9.1）に次いで世
界観測史上 4 番目の規模である。マグニチュードは
当初気象庁より M7.9 と発表されたが，同日に
M8.4 から M8.8 へ，さらに 3 月 13 日に M9.0 に修
整された4）。最大震度は震度 7 で宮城県北部（栗原
市），震度 6 強は宮城県，福島県，茨城県，栃木県
の 4 県 36 市町村と仙台市宮城野区で観測した5）。
昭和 24 年に震度 7 が設けられて以降わが国におい
て最大震度 7 を経験したのは平成 7 年の阪神淡路大
震災を起こした兵庫県南部地震，平成 19 年の新潟
県中越沖地震に次いで 3 番目である。今回の地震波
の周期は極短周期から短周期による揺れが最も多
く，これは兵庫県南部地震と比較して一般家屋の倒
壊がおきにくい特徴を有していたと指摘されている6）。

東北地方太平洋沖地震は，北アメリカプレートと
その下に沈み込む太平洋プレートの境界部である日
本海溝付近で発生したいわゆる海溝型地震である。
さらに気象庁の報告によれば，この地震は単一なも
のではなく，宮城県沖，宮城県のさらに沖，茨城県
北部近海での 3 つの断層破壊による地震が連動した

「連動型地震」であり，そのために破壊断層は南北
に 400km，東西に 200km という非常に巨大なもの
であり，そのため北海道から千葉県にいたる広範囲
に巨大な津波を発生させるに至ったと考えられてい
る 7）。津波の規模は津波の高さで表現されるが，津
波の高さには 3 種類の定義がある。「津波（波）高」
検潮所や潮位観測所で計測した海上での津波の高さ
であり気象庁の津波観測記録に用いられる7）。「浸
水高」は陸上での津波高を示し，建物に残った水跡
や付着ゴミなどで測定される。遡上高は陸上で最も
高い位置に到達した高さをさす7）。各地で観測され
た津波波高は福島県相馬 9.3m 以上でこれは検潮所
での観測地として過去最高である。次いで，石巻市
鮎川 8.6m 以上，宮古 8.5m 以上，大船渡 8.0m 以
上であるが，これらはいずれも津波の影響で途中か

ら潮位の観測データを送信できなくなったため，そ
れ以降の潮位が観測地を上回る可能性があったた
め，「以上」という表現になった8）。施設被害に深
く関連する浸水高は，三沢から南下するにつれて高
くなり，久慈市あたりから 10m を越え，岩手県北
部から牡鹿半島にかけての三陸海岸では 10〜15m
前後に達した。仙台湾岸では高いところで 8〜9m
と測定されている。最大遡上高は岩手県大船渡市で
40 .1m が記録された。津波は防波堤を破壊し市街
地を飲み込み，河川を遡り 6km 内陸の集落にも被
害をもたらした。津波と地盤沈下による浸水は青森
県から千葉県まで 561km2 に及ぶ8）。

被害の概要

●人的被害
平成 25 年 9 月 9 日付けの消防庁の公式発表9）に

よると，東日本大震災の死者は 18 ,703 人であり，
岩手県 5,086 人，宮城県 10 ,449 人，福島県 3,057
人，茨城県 65 人，千葉県 22 人と津波被害の大きな
県に集中している。岩手県，宮城県，福島県の東北
3 県で全死亡者の 99 .6%を占めている。わが国のこ
れまでの大地震による犠牲者数は大正関東大震災で
死者行方不明者合わせて 10 万 5 千人が最多である
が，東日本大震災はこれに次ぎ，平成 7 年の阪神淡
路大震災の死者 6,434 人，行方不明 3 人の 3 倍以上
である（表）。警察庁が平成 23 年 4 月 11 日までに
岩手県，宮城県，福島県で検視された 13 ,135 人の
死因について，水死 92 .5%，圧死・損傷死 4.4%，
焼死 1.1%，死因不明 2%と報告している3）。行方不
明者は平成 24 年 11 月 26 日 18 時現在で 2,744 人で
あり，岩手県 1,192 人，宮城県 1,337 人，福島県
211 人で 3 県以外は 4 人で，現在も捜索が継続され
ている。一方，津波被害のなかった直下型地震であ
る阪神淡路大震災における行方不明者はわずか 3 人
であった。負傷者は 6,114 人であり宮城県 4,140 人
で全体の 67 .7%を占めるが，茨城県 709 人，千葉県
252 人，福島県 182 人と東北から関東に広く分布し
ている。阪神淡路大震災においては建築物の倒壊に
よる負傷者数が 43 ,792 人と東日本大震災の約 7 倍
であり，東日本大震災の人的被害の殆どは津波によ
るものであったことが顕著である（表）。
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●建築物被害
東日本大震災では地震波の特徴から家屋の倒壊被

害による死者は阪神淡路大震災に比較して少なかっ
たと既述したが，地震が広範囲であるため被害を受
けた建築物数自体は全国で全壊 126 ,574 棟，半壊
272 ,302 棟，一部破損 759 ,831 棟と阪神淡路大震災
よりも多い（表）。それにもかかわらず，圧死や負
傷者数が阪神淡路大震災に比し非常に少ないのは，
今回の地震波の特徴6）と被災地域の建築物密集度や
構造，人口密集度が関与しているのであろう。道路
損壊カ所は 4,200 カ所，橋梁損壊は 116 カ所であり
これは阪神・淡路のそれぞれ 7,245 カ所，774 カ所
と比較して小さいが，これも地域のインフラの密集
度の違いに起因すると考えられる。

●交通の障害
平成 23 年 3 月 11 日の地震直後，東北地方と関東

地方を走る高速道路が殆ど通行止めになった。東北
自動車道，常磐自動車道，磐越自動車道の一部区間
が通行止めとなり，3 月 12 日には災害対策基本法
に基づいた緊急交通路に指定され一般車両の通行が
規制された。その後の高速度の補修状況に応じて交
通規制区間は暫時縮小され，3 月 24 日には主要高
速道路の交通規制は全面解除された。東日本大震災
の道路交通網の障害の特徴は，高速道路を中心に広
範囲であったが，順次交通規制は解除され交通規制

施工期間は 12 日間であった。一方阪神淡路大震災
では一般道を中心に順次交通規制がしかれ，全面解
除になるまで 1 年 7 か月を要した（表）。

東日本大震災では鉄道交通網も地震による直接的
被害と津波による広範な被害が生じた。東日本旅客
鉄道（JR 東日本）は地震直後から新幹線と在来線
の運転を終日見合わせ，また私鉄地下鉄も全線で運
行を停止したため，約 24 ,000 人の帰宅困難者が発
生し大きな問題となった。東北新幹線は仙台駅など
5 つの駅が被害を受け，地震直後から全面的に運行
が不可能となった。3 月 15 日から東京−那須塩原
間，22 日には盛岡−新青森間の部分的折り返し運
転で再開し始めた，その後徐々に運転区間が拡大し
4 月 29 日には全面開通となった。しかし当初は減
速運転区間を設置した臨時ダイヤであり，震災前の
ダイヤに完全復旧したのは 9 月 23 日であった。JR
東日本在来線やその他の私鉄，第 3 セクター鉄道な
ども大きな影響をうけ，平成 24 年末現在でも再開
できていない路線がある。

仙台空港は 3 月 11 日 15 時 59 分頃，地震により
発生した津波により滑走路や空港ビルは飲み込ま
れ，空港機能は全面的に廃絶，ライフラインがすべ
て寸断されて陸の孤島となった。空港事務所には，
空港職員，航空事業者，近隣住民など約 160 人が避
難していた。使用不能となった仙台空港に変わり，
山形空港が 3 月 12 日から，花巻空港と福島空港が

表　東日本大震災と阪神淡路大震災の比較

東日本大震災 阪神淡路大震災
死者   18,703 人 　　6,434 人
行方不明者 　 2,674 人 　　　　3人
負傷者 　 6,220 人 　 43,792 人
避難者数  約 47 万人 　 約 32 万人
住家被害 全壊 126,574 棟 　104,906 棟

半壊 272,302 棟 　144,274 棟
一部破壊ではなく一部破損 759,831 棟 　390,506 棟

非住家被害  56,063 棟 　 42,496 棟
道路損壊 　　4,200 カ所 　　　7,245 カ所
橋梁損壊 　　  116 カ所 　　　   774 カ所
交通規制期間 　　　 12 日間 1年 7か月間
水道断水 約 4.5 万戸   約 130 万戸
ガス供給停止  約 42 万戸   約 260 万戸
停電   約 844 万戸　   約 260 万戸
電話不通 約 190 万回線（固定電話）  30 万回線超
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3 月 14 日から 24 時間運用を開始し，被災地への人
材，物資の空輸拠点となった。これらの空港を米軍
の飛行機も物資空輸に利用したが，米軍が民間空港
を使用した初めての事例である。仙台空港の復旧は
米軍のトモダチ作戦などによる，多大な貢献があり
4 月 13 日には一部運用が復旧した。

●ライフライン障害
東日本大震災におけるライフラインの障害は平成

24 年 11 月 27 日の内閣府の報告1）によると，水道
断水は約 4.5 万戸，ガス供給停止は約 42 万戸，停
電は約 844 万戸であり，これは阪神淡路大震災と比
較して今回の震災では停電の影響が非常に大きかっ
たといえる。特に東京電力福島第一原子力発電所の
事故，火力発電所の被害により広範囲で長期にわた
る電力の供給障害が発生した。そのため日本全国で
計画停電が実施され，直接の地震被害を免れた地域
でも維持透析治療の継続に大きな障害が発生した。

今回の震災では地震と津波による伝送路の破断，
大規模停電による通信ビルの機能不全，携帯電話基
地局の損壊など情報通信インフラに大規模な被害が
発生した。NTT 東日本，KDDI，ソフトバンクテ
レコムで併せて約 190 万回線，携帯電話および
PHS 基地局についても，NTT ドコモ，KDDI，ソ
フトバンクモバイル，イー10）・モバイルおよびウィ
ルコムの 5 社合計で最大約 29 ,000 局が機能を停止
した。被災早期には通信各社で通信規制が行われた
ため，被災地における情報収集・発信，被災者の安
否確認に大きな障害を与えた。このような状況下に
おいてインターネットを利用したソーシャルネット
ワークサービスなどが一部有効に機能し，被災地に
おける新たな情報通信手段として注目された。その
他公衆電話の無料化，特設公衆電話の設置，災害伝
言ダイヤルなどさまざまな災害対応がされた。情報
通信インフラの被災による通信障害は一部地域を除
き４月末までにほぼ復旧した。

東京電力福島第一原子力発電所事故

平成 23 年東北地方太平洋沖地震に続発した東京
電力福島第一原子力発電所事故は，東日本大震災の
被害を深刻化・複雑化した。地震直後には稼働中で

あった第一第二原子力発電所の原子炉は自動停止し
たが，その後の津波被害の施設被害により第一原子
力発電所では全交流電源を喪失し，炉心冷却を行う
ことができなくなった。福島第一原子力発電所につ
いては 3 月 11 日 19 時 3 分に，福島第二原子力発電
所については 3 月 12 日 7 時 45 分に原子力緊急事態
宣言が発令された。その後，ベント（原子炉格納容
器内の圧力を下げるため蒸気を外部に排出する措
置），原子炉への注水等の措置がとられたが，１号
機は 3 月 12 日 15 時 36 分に，3 号機は 14 日，2 号
機は 15 日に水素爆発を起こし，大量の放射能物質
の拡散を招き原子力事故としては最も重大なレベル
7 として 4 月 12 日に国際原子力機関に報告された。

住民に対する避難措置は 3 月 11 日 21 時 23 分に，
内閣総理大臣から福島第一原子力発電所から半径
3km 以内の住民の避難指示，3～10km の住民の屋
内待避が指示された。その後避難区域は 3 月 15 日
までに半径 20km 以内の避難指示，半径 20～30km
以内の屋内待避に拡大された。この広範囲に及ぶ避
難勧告と放射能汚染の恐怖から医療者も含めた自主
避難が始まり，また放射能汚染について風評被害か
ら物流も途絶えるようになり，いわき市はゴースト
タウン化した。地域の透析医療の継続は困難とな
り，後述する透析患者の大規模な域外搬送という事
態に進展した11）。3 月 16 日には米国政府から在日
米国人にむけて国際原子力機関の勧告に準拠して
80km 圏内の避難指示が出された。また緊急時迅速
放射能影響予測ネットワークシステム（System for 
Prediction of Environmental Emergency Dose 
Information:SPEEDI）の結果が公開されなかったこ
とが後日明らかになり，地域住民の被爆を招いた可
能性が指摘され，政府の避難指示のタイミングや範
囲が適切であったかどうかの検証が行われている12）。
もし避難勧告の範囲が国際原子力機関の勧告通り
80km であったなら，この範囲にはより多くの透析
患者が居住する郡山市，福島市，茨城県日立市も入
る。その場合，どのぐらいの透析患者の移動が必要
となったか，どのような状況をもたらしたかは想像
を絶する。
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おわりに

平成 7 年の阪神淡路大震災のあと地震時の透析医
療の展開，あるいは透析室における地震対策への関
心が高まってきた。赤塚13）は地震頻発地帯である
北海道浦河地区での経験を元に，日本透析医会と共
同してその後の新潟県中越沖地震における透析室被
害をまとめ，日常の透析室の地震対策の重要性を提
唱してきた。これらの経験から震度 5 では透析室に
おける地震の直接的な被害は回避可能であり，震度
6 強においても維持透析を試行し得たという報告も
なされており14），日常の透析室地震対策の重要性が
ますます認識されている。今回の震災で経験した最
大震度 7 の地震は，これまでに平成 7 年の阪神淡路
大震災を起こした兵庫県南部地震，平成 16 年の新
潟県中越沖地震に次いで 3 回目である。兵庫県南部
地震は火曜日の 5 時 46 分の発生であり，通常透析
治療が行われていない時間帯であった。新潟県中越
沖地震では最大震度 7 の地域には透析施設が存在し
なかった。しかし今回の地震は金曜日の 14 時 46 分
に発生しており，通常透析治療が行われている時間
帯であり，さらに震度 7 の地域には透析施設が存在
した。今回の地震は，透析治療継続中に初めて経験
した震度 7 の地震という歴史的側面があり，今回の
地震から得られたさまざまな経験は，今後予想され
ている巨大地震へ防災対策について重要な知見とな
るだろう。もちろん，建造物や大型機器に対する地
震の直接的な被害は，最大震度だけでなくその地震
波の性質にもよるため，詳細な検討が必要となるの
だが。

死亡者・行方不明者あわせて約 2 万人という未曾
有の大震災にあって，わが国の透析医療は，現場を
懸命に乗り越えた献身的な医療スタッフ，多くの関
連団体の一致団結によって維持された。この点はさ
まざまな慢性疾患医療のなかで，協力体制が際立っ
ていたと賞賛された。しかし，被災地あるいは支援
側においてもその前線には，未だ知られていない多
くの功績や困難があったであろう。東日本大震災の
発生から 2 年 8 か月が経過した今，その透析医療の
現場では何が起こっていたのか，何がなされ，何が
なされなかったのかをまとめ，関連団体が一枚岩と
なって今後の大規模災害下の透析医療の展開に対し

て提言を行うのが本報告書の目的である。
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